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(57)【要約】
【課題】可動式の表示部を備える電子機器において、大
型化を伴わずに表示部の開閉を磁気的に検知すること、
および開閉検知角度の設計を容易化すること。
【解決手段】撮像装置は、ヒンジ部４３により表示部が
機器本体部に対して開閉方向に回動可能な可動部４０を
備える。磁石５２はヒンジ部４３の近傍に配置され、開
閉センサ５０は、磁石５２の磁場を検知することにより
可動部４０の開閉を検知する。磁石５２の着磁方向は、
可動部４０の開閉軸４５に垂直な方向であり、開閉セン
サ５０は開閉軸４５と垂直な方向の磁場を検知し、制御
部は開閉センサ５０の検知信号を取得して表示部４１の
表示状態を制御する。
【選択図】　図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　表示部を有する可動部が機器本体部に対して開閉方向に回動可能な電子機器であって、
　前記可動部に配置される磁場発生手段と、
　前記磁場発生手段の磁場を検知することにより前記可動部の開閉を検知する開閉検知手
段と、
　前記開閉検知手段の出力する信号を取得して前記表示部の表示制御を行う制御手段と、
を備え、
　前記磁場発生手段は、その着磁方向が前記可動部の開閉軸に対して垂直な方向に配置さ
れ、
　前記開閉検知手段は、前記開閉軸と直交する方向の磁場を検知することを特徴とする電
子機器。
【請求項２】
　前記磁場発生手段は前記可動部の内部に配置され、
　前記開閉検知手段は前記機器本体部の内部にて、前記可動部の開閉軸上に配置されるこ
とを特徴とする請求項１に記載の電子機器。
【請求項３】
　前記可動部はヒンジ部で前記機器本体部に取り付けられており、
　前記磁場発生手段は、前記可動部の内部で前記ヒンジ部の側に配置されることを特徴と
する請求項２に記載の電子機器。
【請求項４】
　前記可動部は、前記機器本体部に対して前記開閉軸と直交する方向の回転軸を中心にし
て回転し得ることを特徴とする請求項１から３のいずれか１項に記載の電子機器。
【請求項５】
　前記磁場発生手段の磁場を検知することにより、前記可動部の回転を検知する回転検知
手段をさらに備えることを特徴とする請求項４に記載の電子機器。
【請求項６】
　前記回転検知手段は、前記開閉軸と平行な方向の磁場を検知し、
　前記制御手段は、前記回転検知手段の出力する信号をさらに取得して前記表示部の表示
制御を行うことを特徴とする請求項５に記載の電子機器。
【請求項７】
　前記磁場発生手段は前記可動部の内部に配置され、前記回転検知手段は前記機器本体部
の内部にて、前記可動部の開閉軸上に配置されることを特徴とする請求項５または６に記
載の電子機器。
【請求項８】
　前記開閉検知手段および前記磁場発生手段は、前記可動部の開閉軸に垂直な平面上に配
置されることを特徴とする請求項１から７のいずれか１項に記載の電子機器。
【請求項９】
　前記機器本体部は前記可動部を収納する収納面部を備え、
　前記開閉検知手段は、前記可動部の開閉軸に対して垂直であって、かつ前記収納面部に
平行な方向に対して、傾斜した実装面に取り付けられることを特徴とする請求項１から８
のいずれか１項に記載の電子機器。
【請求項１０】
　前記開閉検知手段は、その実装面に対して平行な磁場を検知することを特徴とする請求
項１から９のいずれか１項に記載の電子機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、可動式の表示部を備えた電子機器に関するものである。
【背景技術】
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【０００２】
　従来、デジタルカメラやビデオカメラなどには、機器本体部に対して開閉および回転可
能な表示部を有する機器がある。表示部の開閉または回転の状態に応じて表示部に表示さ
れる画像の上下及び左右の反転処理や、点灯と消灯の切り替え処理が行われる。また、表
示部の開閉または回転の検知には、磁石及び磁気センサが用いられる。その理由は、省ス
ペース化が可能なことや非接触による信頼性の向上などのためである。特許文献１では、
開閉や回転の検知にそれぞれ磁気センサを用い、表示部の表示状態の切り替えを行う装置
が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１２－４２７４３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　特許文献１に開示された従来技術では、表示部の検知角度の設計変更を行う際に、どの
パラメータを変更すれば所望の角度となるかが直感的に分かりづらく、シミュレーション
などを繰り返し行った上で、所望の検知角度への再設計をする必要があった。また、所望
の検知角度の達成のためには、外装サイズを大きくしなければならない場合があり得る。
　本発明は、可動式の表示部を備える電子機器において、大型化を伴わずに表示部の開閉
を磁気的に検知すること、および開閉検知角度の設計の容易化を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明に係る装置は、表示部を有する可動部が機器本体部に対して開閉方向に回動可能
な電子機器であって、前記可動部に配置される磁場発生手段と、前記磁場発生手段の磁場
を検知することにより前記可動部の開閉を検知する開閉検知手段と、前記開閉検知手段の
出力する信号を取得して前記表示部の表示制御を行う制御手段と、を備える。前記磁場発
生手段は、その着磁方向が前記可動部の開閉軸に対して垂直な方向に配置され、前記開閉
検知手段は、前記開閉軸と直交する方向の磁場を検知する。
【発明の効果】
【０００６】
　本発明によれば、可動式の表示部を備える電子機器の大型化を伴わずに表示部の開閉を
磁気的に検知することができ、表示部の開閉検知角度の設計を容易に行える。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】本発明の実施形態に係る撮像装置の外観を示す斜視図である。
【図２】図１の可動式表示装置を開いた状態の撮像装置を示す斜視図である。
【図３】図１の可動式表示装置の動作と、各センサおよび磁石の配置を示す図である。
【図４】図３の可動式表示装置の各動作における表示状態を示す図である。
【図５】本実施形態の撮像装置の構成例を示すブロック図である。
【図６】本実施形態の撮像装置の背面図である。
【図７】本実施形態の開閉センサ、回転センサ、磁石の配置の詳細を示す図である。
【図８】本実施形態の可動式表示装置の動作と、各センサの検知する磁束密度との関係を
示す図である。
【図９】変形例に係る撮像装置を説明する図である。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　以下に、本発明の好ましい実施形態を、添付図面に基づいて詳細に説明する。
　図１は、本発明の実施形態に係る電子機器の一例として、デジタルカメラなどの撮像装
置を示す外観図である。図１（Ａ）は撮像装置１００を前面側から見た場合の斜視図であ
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り、図１（Ｂ）は撮像装置１００を背面側から見た場合の斜視図である。図１（Ａ）では
、着脱可能な撮影レンズ装置を取り外した状態で撮像装置１００の機器本体部を示す。な
お、被写体側を前面側と定義して、各部の位置関係を説明する。撮像装置１００は、可動
式表示装置（以下、可動部という）４０を備える。図２は撮像装置１００の背面部におい
て開状態の可動部４０を示す斜視図である。
【０００９】
　図１（Ａ）に示すシャッタボタン６１は、ユーザが撮影指示を行うための操作部を構成
する操作部材である。モード切り替えスイッチ６０は各種モードの切り替え用操作部材で
ある。撮像装置１００の側面部に位置する端子カバー９１は、外部機器と撮像装置１００
とを接続する接続ケーブル等のコネクタ（不図示）を保護する。メイン電子ダイヤル７１
はグリップ部９０の上面部に設けられた回転操作部材である。ユーザはメイン電子ダイヤ
ル７１を回転させることで、シャッタ速度や絞り値を含む各種設定値の変更等が行える。
【００１０】
　図１（Ｂ）に示す電源スイッチ７２は、ユーザが撮像装置１００の電源のＯＮ及びＯＦ
Ｆを切り替える際に使用する操作部材である。サブ電子ダイヤル７３は撮像装置１００の
背面部に位置する回転操作部材であり、ユーザが選択枠の移動や画像送りなどの操作を行
う際に使用する。ＳＥＴボタン７５は押しボタンであり、主に選択項目の決定などに用い
られる。マルチコントローラ７６は上、下、左、右に倒すことができ、各方向への操作が
可能である。拡大ボタン７７は撮影モードでのライブビュー（以下、ＬＶとも記す）表示
において、ユーザが拡大モードのＯＮ又はＯＦＦの操作を行い、拡大モード中の拡大率を
変更する際に使用する操作ボタンである。拡大ボタン７７は、再生モードにおいては再生
画像を拡大し、拡大率を増加させるための拡大ボタンとして機能する。再生ボタン７８は
、ユーザが撮影モードと再生モードとを切り替える際に使用する操作ボタンである。撮影
モード中にユーザが再生ボタン７８を押下することにより、再生モードに移行する。ＬＶ
レバー９２は、静止画撮影モードと動画撮影モードの切り替えをユーザが行う際に使用す
る操作部材である。ＬＶボタン９３は、静止画撮影モードにおいてユーザがライブビュー
表示のＯＮとＯＦＦを切り替える際に使用する操作部材である。動画撮影モードにおいて
、ＬＶボタン９３は、動画撮影（記録）の開始や停止の指示に用いられる。
【００１１】
　図１（Ａ）に示すクイックリターンミラー１２は、機器本体部の内部に設けられた可動
光学部材であり、システム制御部（図５の参照符号３０）から指示されて、不図示のアク
チュエータにより回動される。通信端子１０は、撮像装置１００に不図示の撮影レンズ装
置が装着された状態で、撮影レンズ装置と機器本体部とが通信を行う為の通信端子である
。図１（Ｂ）に示す接眼ファインダ１６は、ユーザが不図示のフォーカシングスクリーン
を観察することで、レンズ部を通して被写体像のピント状態や構図の確認を行うための覗
き込み型ファインダである。機器本体部の側面部に配置された蓋２０２は記録媒体の着脱
用スロットの開閉蓋である。グリップ部９０は、ユーザが撮像装置１００を構えた際に右
手で握りやすい形状をした把持部である。
【００１２】
　図２に示すように、可動部４０はＬＣＤ（液晶表示）パネル４１を備える。可動部４０
は２軸の回動機構により機器本体部に取り付けられている。すなわち、可動部４０は、ヒ
ンジ部４３によって開閉軸４５を中心として左右の開閉方向にて回動可能に支持され、回
転軸４６を中心とする回転方向にて回転可能に支持されている。図２では、表示部である
ＬＣＤパネル４１の長手方向を左右方向とし、開閉軸４５の方向を上下方向とする。回転
軸４６は、開閉軸４５と直交する方向（ＬＣＤパネル４１の長手方向）に延在する軸であ
る。
【００１３】
　収納面部４４は、収納時に可動部４０が機器本体部と対向する部分であり、開状態にて
背面カバー１９に設けられた凹形状の底面部である。背面カバー１９は係止爪４７を備え
ており、可動部４０が背面カバー１９に収納されるときに係止可能である。収納面部４４
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は弾性部材４８を備える。可動部４０が閉状態であって、かつ係止爪４７により係止され
ている状態において弾性部材４８は圧縮状態となり、可動部４０を係止爪４７に付勢する
。以後、可動部４０の開閉および回転の状態については、収納面部４４とＬＣＤパネル４
１が対向して収納された状態(図１（Ｂ）参照)を開閉角度０°で回転角度０°とする。開
閉角度の上限値を１７５°とし、回転角度の範囲を、図２に示す＋方向において１８０°
までとし、－方向において９０°までとする。
【００１４】
　図３は可動部４０を開閉動作させた際の異なる状態を示す斜視図である。図４は図３に
示す各状態にて、ＬＶ撮影時におけるＬＣＤパネル４１の表示画面の状態を示している。
機器本体部はその内部に、可動部４０の動作状態を検知する、開閉センサ５０及び回転セ
ンサ５１が配置されている。開閉センサ５０は可動部４０の開閉検知を行い、回転センサ
５１は可動部４０の回転検知を行う。図３では可動部４０および機器本体部の一部を透視
状態で図示している。開閉センサ５０及び回転センサ５１には、実装面に対して平行な磁
場を検知する巨大磁気抵抗（Ｇｉａｎｔ　ＭａｇｎｅｔｏＲｅｓｉｓｔａｎｃｅ：ＧＭＲ
）素子が用いられる。また、可動部４０の内部には、センサ（５０，５１）を反応させる
ための磁石５２が配置されている。磁場発生用に設けられた磁石５２は、可動部４０の長
手方向においてヒンジ部４３の側の端部寄りに配置されている。
【００１５】
　図３（Ａ）は可動部４０の閉状態を示す斜視図であり、開閉角度０°、回転角度０°の
状態を示す。この状態の可動部４０は、ＬＣＤパネル４１が収納面部４４と対向して収納
されている。閉じ検知センサ（図５の参照符号３１）により閉じ状態が検知されると、シ
ステム制御部（図５の参照符号３０）の制御によりＬＣＤパネル４１が消灯する。この状
態でユーザが開閉軸４５を中心として可動部４０を開いていくと、所定の角度で閉じ検知
センサによる閉じ状態検知がＯＦＦになる。このときにシステム制御部の制御によってＬ
ＣＤパネル４１が点灯状態となる。
【００１６】
　図３（Ｂ）は可動部４０の開状態を示す斜視図であり、開閉角度１７５°、回転角度０
°の状態を示す。この状態は、開閉軸４５を中心にして可動部４０を開ききった状態であ
り、このときのＬＣＤパネル４１の表示状態を以後、通常表示と呼ぶ。図４（Ａ）は通常
表示のＬＣＤパネル４１を示す。図３（Ｂ）の状態から、ユーザが回転軸４６を中心とし
て可動部４０を＋方向に回転させると、所定の角度において開閉センサ５０及び回転セン
サ５１が磁石５２の磁場を検知する。その後、さらにユーザが可動部４０を＋方向に回転
させると、図３（Ｃ）の状態となる。
【００１７】
　図３（Ｃ）は可動部４０の開状態で表示面が正面側を向いた状態を示す斜視図であり、
開閉角度１７５°、回転角度＋１８０°の状態を示す。この状態は、回転軸４６を中心と
して可動部４０を、＋１８０°回転しきった状態である。開閉センサ５０及び回転センサ
５１は磁石５２の磁場を検知しており、ＬＣＤパネル４１の表示状態を図４（Ｂ）に正面
側から示す。ＬＣＤパネル４１の表示はシステム制御部により制御されて、通常表示から
上下が反転した表示（撮影者から見ると鏡像表示）となり、撮影者が自分撮りをするのに
適した表示となる。図３（Ｃ）の状態からユーザが開閉軸４５を中心として可動部４０を
閉じていくと所定の角度で開閉センサ５０が磁石５２の磁場を検知しなくなり、回転セン
サ５１のみが磁石５２の磁場を検知している状態となる。その後、ユーザがさらに可動部
４０を閉じると、図３（Ｄ）の状態になる。
【００１８】
　図３（Ｄ）は可動部４０の閉状態で表示面が後方を向いた状態を示す斜視図であり、開
閉角度０°、回転角度＋１８０°の状態を示す。この状態は、可動部４０のＬＣＤパネル
４１が撮影者に見えるように背面カバー１９の凹部に収納された状態であり、回転センサ
５１のみが磁石５２の磁場を検知している状態である。このときのＬＣＤパネル４１の表
示状態を図４（Ｃ）に示す。ＬＣＤパネル４１の表示はシステム制御部により制御されて
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、通常表示から上下左右が反転した表示となる。あたかも、可動部４０を備えていない、
背面に表示装置を付設した電子機器と同様の外観および使用感を呈する。
【００１９】
　次に図５を参照して、撮像装置１００の構成の要部を説明する。図５はＬＣＤパネル４
１の表示制御に関するブロック図である。システム制御部３０は、撮像装置１００全体を
制御し、画像表示や撮像動作などの制御を統括する。操作部３２はシャッタボタン６１や
メイン電子ダイヤル７１などを含み、ユーザからの操作を受け付ける入力部としての各種
操作部材を備える。メモリ３３には制御プログラムなどが記憶され、システム制御部３０
がプログラムやデータなどを使用する。閉じ検知センサ３１、開閉センサ５０、回転セン
サ５１は、それぞれの検出信号をシステム制御部３０に出力する。システム制御部３０は
、各センサの出力する検出信号を取得してＬＣＤパネル４１の表示制御を行う。
【００２０】
　図６および図７を参照して、開閉センサ５０、回転センサ５１、磁石５２の配置につい
て詳説する。図６は、図３（Ｄ）の状態の撮像装置１００を背面側から見た場合の図であ
る。この状態において矩形状の表示画面の長手方向をＸ軸方向と定義する。図６の紙面内
にてＸ軸方向に直交する方向をＹ軸方向と定義し、紙面に直交する方向をＺ軸方向と定義
する。図７（Ａ）は、図６に示す範囲１０１の詳細図であり、開閉センサ５０、回転セン
サ５１、磁石５２の周辺以外の箇所を図示しない状態で拡大した図である。図７（Ａ）に
て左右方向がＸ軸方向であり、上下方向がＹ軸方向である。また図７（Ｂ）は、図７（Ａ
）中のＡ－Ａ線に沿う断面図である。図７（Ｂ）にて左右方向がＸ軸方向であり、上下方
向がＺ軸方向である。図７（Ｃ）は斜視図であり、Ｘ軸、Ｙ軸、Ｚ軸の各方向は図示の通
りである。
【００２１】
　図６に示すように、開閉センサ５０および回転センサ５１は開閉軸上に配置され、磁石
５２の磁場をそれぞれ検知する。図７（Ａ）において、磁石５２は左側をＮ極、右側をＳ
極とし、Ｘ軸方向に着磁方向をもつように配置される。開閉センサ５０と磁石５２は、開
閉軸４５に対して垂直な同一平面上に配置される。
【００２２】
　開閉センサ５０と回転センサ５１は、ＦＰＣ（フレキシブルプリント基板）５３に実装
されている。ＦＰＣ５３は樹脂部品５４に両面テープによって貼り付けられる。図７（Ｂ
）に示すように、樹脂部品５４における開閉センサ５０の実装面および貼り付け面はＸＹ
平面に対して傾斜（角度θ参照）がついている。つまり、開閉センサ５０は傾斜した状態
で取り付けられており、角度θは、Ｙ軸方向から見た場合、Ｘ軸方向に対して開閉センサ
５０の実装面および貼り付け面がなす角度を示す。図７（Ｂ）の矢印５５の方向で示すよ
うに、開閉センサ５０はＸＺ面内で所定の傾斜角度θをもった方向の磁場を検知するよう
に配置される。すなわち、開閉センサ５０は、その実装面に対して平行な磁場を検知可能
である。また回転センサ５１は、図７（Ａ）の矢印５６の方向で示すように、実装面と開
閉軸４５に平行な方向（Ｙ軸方向）の磁場を検知するように配置される。
【００２３】
　開閉センサ５０及び回転センサ５１の磁場検知の測定中心は、いずれも可動部４０の開
閉軸４５上に配置されている。開閉センサ５０の磁場検知の測定中心から可動部４０の回
転軸４６までの距離と、磁石５２の中心から可動部４０の回転軸４６までの距離は等しい
か、またはほぼ同一である。その理由は、開閉センサ５０が磁石５２からの磁場をより強
く検知するためである。また、この配置において、回転センサ５１の位置は、磁場検知の
測定中心が開閉軸４５上にて磁石５２からの磁場を最も強く受ける位置であって、開閉セ
ンサ５０から所定距離だけずれた位置である。
【００２４】
　次に図８を参照し、可動部４０の動きと、各センサの検知する磁束密度との関係につい
て説明する。
　図８（Ａ）は、図３（Ｂ）の状態から図３（Ｃ）の状態へ可動部４０を移動させた時に
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、回転センサ５１が検知する磁束密度変化を例示する。横軸は可動部４０の回転角度（単
位：ｄｅｇｒｅｅ）を示し、縦軸は回転センサ５１の検知する磁束密度（単位：ｍＴ）を
示す。図８（Ａ）には回転センサ５１の磁束密度検知の閾値を併せて示しており、閾値を
超える場合にＯＮ検出とし、閾値以下の場合にＯＦＦ検出とする。
【００２５】
　図３（Ｂ）の状態から図３（Ｃ）の状態への移行時には、開閉角度は１７５°の固定で
あって、回転角度が０°から＋１８０°に変化していく。この場合、回転角度が１６５°
の付近で磁石５２による磁束密度が回転センサ５１の閾値を超えるので、回転センサ５１
はＯＮ信号を出力する。他方、可動部４０が逆方向に回転された場合には、回転角度が０
°から－９０°へと変化していくが、磁石５２による磁束密度は回転センサ５１の閾値を
超えないので、回転センサ５１はＯＦＦ信号を出力する。
【００２６】
　図８（Ｂ）は、図３（Ｄ）の状態から図３（Ｃ）の状態へ可動部４０を移動させた時に
、開閉センサ５０が検知する磁束密度変化を例示する。横軸は可動部４０の開閉角度（単
位：ｄｅｇｒｅｅ）を示し、縦軸は開閉センサ５０の検知する磁束密度（単位：ｍＴ）を
示す。図８（Ｂ）には開閉センサ５０の磁束密度検知の閾値を併せて示しており、閾値以
上の場合にＯＦＦ検出とし、閾値未満の場合にＯＮ検出とする。
【００２７】
　図３（Ｄ）の状態から図３（Ｃ）の状態への移行時に、回転角度は＋１８０°の固定で
あって、開閉角度が０°から１７５°へ変化していく。この場合、開閉角度が１６３°の
付近で磁石５２による磁束密度が開閉センサ５０の閾値未満となるので、開閉センサ５０
はＯＮ信号を出力する。開閉検知角度の値を変更したい場合には、開閉センサ５０の取り
付けの傾斜（図７（Ｂ）中の角度θ）を変えればよい。例えば、開閉検知角度の値を１６
３°付近から１７０°付近に変更したい場合には、図７（Ｂ）に示す樹脂部品５４の傾斜
角度θを大きくなる方向に変更する。この場合、開閉センサ５０の測定中心位置は変えず
に磁場検知方向をＸＺ面内で約７°回転させればよい。よって、開閉検知角度を所望の角
度へ変更する際にシミュレーションなどを行う必要はなく、直感的かつ容易な設計が可能
となる。また、この構成によれば開閉センサ５０の位置を変更せずに、取り付けの傾斜角
度を変更するのみで対応できるので、例えば外装部に影響を及ぼすことがなく、機器の大
型化の原因とならない。
【００２８】
　図８（Ｃ）は、図３（Ｄ）の状態から図３（Ｃ）の状態へ可動部４０を移動させた時に
、回転センサ５１が検知する磁束密度変化を例示する。横軸は可動部４０の開閉角度（単
位：ｄｅｇｒｅｅ）を示し、縦軸は回転センサ５１の検知する磁束密度（単位：ｍＴ）を
示す。図８（Ｃ）には回転センサ５１の磁束密度検知の閾値を併せて示しており、閾値を
超える場合にＯＮ検出とし、閾値以下の場合にＯＦＦ検出とする。
【００２９】
　図３（Ｄ）の状態から図３（Ｃ）の状態への移行時に、回転角度は＋１８０°の固定で
あって、開閉角度が０°から１７５°へと変化していく。図８（Ｃ）に示すように、磁石
５２による磁束密度は常に回転センサ５１の閾値を超えているので、回転センサ５１はＯ
Ｎ信号を出力する。これは、磁石５２の着磁方向と回転センサ５１の磁場検知方向との関
係性が、可動部４０の開閉によって変化しないように磁石５２および回転センサ５１が配
置されているからである。
　なお、図３（Ａ）の状態から図３（Ｂ）の状態への移行の際には、磁石５２と２つのセ
ンサ（５０，５１）とが十分に距離を保ったままの動作となるため、各センサは閾値を超
える磁束密度を検知しない。
【００３０】
　表１は、各センサの検知状態と、その時のＬＣＤパネル４１の表示状態を示す。
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【表１】

【００３１】
　可動部４０が図３（Ａ）の状態では、閉じ検知センサ３１の検知により、ＬＣＤパネル
４１は消灯状態であり、上述したように開閉センサ５０、回転センサ５１は共にＯＦＦ検
知の状態である。可動部４０が図３（Ｂ）の状態では、ＬＣＤパネル４１は通常表示の状
態であり、上述したように開閉センサ５０、回転センサ５１は共にＯＦＦ検知の状態であ
る。システム制御部３０はＬＣＤパネル４１を制御することで、撮像素子により撮像され
た画像などを通常表示させる。
【００３２】
　可動部４０が図３（Ｃ）の状態にて、ＬＣＤパネル４１はシステム制御部３０の制御に
したがって、撮像素子により撮像される画像などを上下反転状態で表示する。この状態で
は、撮影者が自分撮りをするのに適した表示となり、上述したように開閉センサ５０、回
転センサ５１は共にＯＮ検知の状態である。
【００３３】
　可動部４０が図３（Ｄ）の状態にて、ＬＣＤパネル４１はシステム制御部３０の制御に
したがって、撮像素子により撮像される画像などを上下左右反転状態で表示する。つまり
、可動部４０を備えていない、背面に表示装置を付設した電子機器の場合と同様の外観お
よび使用感になる。この場合、上述したように開閉センサ５０がＯＦＦ検知の状態で、回
転センサ５１がＯＮ検知の状態である。なお、表１には開閉センサ５０がＯＮ検知の状態
であって、かつ回転センサ５１がＯＦＦ検知の状態である場合を記載していない。この場
合、可動部４０は、ＬＣＤパネル４１が通常表示である。
【００３４】
　以上のように本実施形態によれば、可動部４０の動作状態検知において、開閉センサ５
０と磁石５２のレイアウトを工夫することにより、開閉センサ５０による開閉検知角度を
直感的かつ容易に変更可能である。したがって、磁気センサを用いた表示部の開閉検知角
度の設計に関し、電子機器の大型化を伴うことなく容易に行うことが可能である。また、
本実施形態によれば、開閉センサ５０と回転センサ５１のための磁石５２を共通に用いる
ことができる。本例では、可動部４０の開閉角度１７５°、回転角度＋１８０°の状態に
対して開閉センサ５０の検知角度を設定した配置例を示したが、これに限定されない。以
下に変形例を説明する。
【００３５】
［変形例］
　図９は、変形例に係る撮像装置を例示する。図９（Ａ）は撮像装置の背面図であり、可
動部４０にて磁石５２を透視状態で示す。この状態において可動部４０の長手方向をＸ軸
方向と定義する。図９（Ａ）の紙面内にてＸ軸方向に直交する方向をＹ軸方向と定義し、
紙面に直交する方向をＺ軸方向と定義する。図９（Ｂ）は、図９（Ａ）に示す範囲１０２
について、開閉センサ５０、磁石５２の周辺以外を図示しない状態で示す拡大図である。
図９（Ｂ）の左右方向がＸ軸方向であり、上下方向がＹ軸方向である。図９（Ｃ）は図９
（Ｂ）に示すＢ－Ｂ線に沿う断面図であり、左右方向がＸ軸方向であり、上下方向がＺ軸
方向である。
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【００３６】
　変形例では、可動部４０が開閉角度０°、回転角度０°の状態で開閉センサ５０と磁石
５２とが接近する配置である。また、図９（Ｂ）にて、磁石５２は左側をＮ極、右側をＳ
極とし、Ｘ軸方向に着磁方向をもつように配置される。開閉センサ５０は磁場検知の測定
中心が開閉軸４５上に位置する。図９（Ｃ）に矢印５６の方向で示すように、開閉センサ
５０はＸＺ面内で所定の角度ωをもった方向の磁場を検知するように配置される。角度ω
は、Ｙ軸方向から見た場合、Ｘ軸方向に対して開閉センサ５０の実装面および貼り付け面
がなす角度を示し、本例では鈍角である。この構成において、例えば開閉角度が１０°以
下で磁石５２による磁束密度が開閉センサ５０の閾値を超えた場合を想定する。開閉角度
０°、回転角度０°の状態で開閉センサ５０はＯＮ検知の状態である。開閉角度が１０°
を超えた場合には、開閉センサ５０がＯＦＦ検知の状態となる。開閉センサ５０のＯＮ検
知によってシステム制御部３０は可動部４０の閉じ検知と判断し、ＬＣＤパネル４１を消
灯に制御する。この場合でも開閉センサ５０の磁場検知方向をＸＺ面内で回転させるだけ
で、開閉検知角度を容易に変更可能である。
　以上、本発明の好ましい実施形態について説明したが、本発明はこれらの実施形態に限
定されず、その要旨の範囲内で種々の変形及び変更が可能である。
【符号の説明】
【００３７】
　３０：システム制御部
　４０：可動部（可動式表示装置）
　４１：ＬＣＤパネル
　４３：ヒンジ部
　４５：開閉軸
　５０：開閉センサ
　５１：回転センサ
　５２：磁石
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